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新型コロナウイルス感染症対策に関する緊急要望 

感染拡大の影響はさらに深刻な状態となっています。高齢者や糖尿病等の基礎疾患が

ある方も入院ができず、脳疾患、心疾患等の救急搬送も困難を極めるという事態がすで

に起きています。また、医療機関や高齢者施設等でも集団感染が続発し、医療機関のひ

っ迫に拍車をかけています。 

緊急事態という新たな局面で、市民や事業所にこれまで以上の外出自粛や営業時間の

短縮、イベント開催要件への協力を求めるのですから、名古屋市はこれまでの感染対策

の延長ではなく、何としても拡大を抑え込むための新たな対策に踏み出すべきです。 

1月 15日の市長重点要望のうち、感染対策に関わる以下の事項について、市民のいの

ち、くらしを守る市長としての最大の本領を発揮していただきたく緊急の申し入れをい

たします。 

記 

1. 無症状の感染者を把握するため、ＰＣＲ等検査を大幅に増やすこと 

① 重症化リスクの高い、医療機関・高齢者施設等への一斉・定期的検査、いわゆる「社

会的検査」を行うこと 

 市長は、1 月 14 日の「市民・事業者の皆様へのお願い」の中で、新型コロナウイ

ルスの「恐ろしいところ」として、「無症状や軽症の感染者が知らないうちに感染を

広げてしまっている可能性があること」と分かりやすく説明されています。 

無症状の感染者や軽症者をいかに把握し、保護するかは、感染拡大を抑え込む重

要なカギです。そのうえで、重症化するリスクの高い、医療機関や高齢者施設等で

職員、入院者、入所者に PCR 等検査の一斉・定期的検査を行って、ウイルスを持ち

込ませないことが極めて重要です。 

厚生労働省からは 9 月 15 日、11 月 19 日、さらに 12 月 25 日には「再徹底」と

して高齢者施設等へ検査を徹底するよう事務連絡が繰り返し出されています。「感染

者が多数発生している地域やクラスターが発生している地域においては、感染者が一人も

発生していない施設等であっても、その期間、医療機 関、高齢者施設等に勤務する者、入

院・入所者全員を対象に、いわば一斉・定期的な検査の実施」12月 25日事務連絡から抜粋 

厚生労働省の通知を受け、北九州、福岡市、神戸市、直近では埼玉県が介護施設・

障害者施設等の全職員等に対して行政検査を実施します。 



 

大阪市は、昨年末に介護施設を中心に、300 施設 2 万人の職員を対象に 3 月まで

に一人 2 週間に 1 回程度、計 4 回を実施するため、検査、報告までを一括して委託

する事業者の選定に入っています。 

厚労省通知に基づき、名古屋市も直ちに医療機関・高齢者施設等への社会的検査

の実施を求めます。 

 

② 感染が発生している地域住民への網羅的検査を行うこと 

新規感染者のうち、昨年 10 月以降は 20～40 歳代が 55％を占めています。無症

状感染者が比較的若い人の中に多く存在していると考えられます。 

昨年 11月 20日に厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部から出され

た「クラスターが複数発生している地域における積極的な検査の実施について」の

要請にあるように、1 週間に 5 人以上のクラスター(集団感染)が発生している地域

に存在する、感染が生じやすく(三密環境等)、感染があった場合に地域へ拡大しや

すい(不特定多数との接触)場所・集団に対して、積極的検査の実施が必要です。広島

県は感染が拡大している広島市の中心部 4 行政区の全住民と就業者を対象に、行政

検査を実施することを決めました。 

感染が集中している地域内の住民、店舗、事務所、学校、保育施設等への網羅的

検査の実施を求めます。 

 

2. 無症状、軽症者の宿泊施設を抜本的に増やすこと 

名古屋市内の自宅療養(自宅待機)者は 1月 18日時点で 1267人、陽性者の 77％に

及ぶ異常な事態です。市内唯一の宿泊施設である東横イン名古屋名駅南での入所受

け入れは限界にきています。そのため自宅療養者の中には、状態が急激に悪化する

場合もあり、日々の健康観察だけでなく、自宅療養者の訪問や入院調整などでも保

健師業務を圧迫し、本来の疫学調査が十分できない状況にあります。手遅れになる

事態は避けなければなりません。また、接触歴のうち家庭内感染が最も多くなって

いることからも、感染者の保護は重要です。県と協力し、宿泊施設の確保を直ちに

進めるよう求めます。 

 

3. 休業要請・時短要請に対する市独自の応援金給付を行うこと 

休業要請・時短要請にあたっては十分な補償が必要であり、関連する業者も含めて

市独自の事業継続応援金の実施を求めます。 

以上 


